
 

令和８年度東大阪市中小企業振興会議 第７回商業部会 

 

 

次第 

 

 

○日 時：令和８年５月２７日（水）１８:００～２０:００ 

○場 所：東大阪市役所本庁舎 1４階会議室 

 

【議題】 

１．商業集積地の支援の提言案 

２．個店の支援の提言案 

３．令和 7 年度中の調査等の報告 

４．地域研究助成金の報告 

５．4 つ目の重点施策の検討 

６．新事業のアイデア出し 

７．その他 

 

 

 

 

＜配布資料＞ 

資料１       商業部会委員名簿・中小企業振興会議委員名簿 

資料２       令和８年度第７回商業部会資料 

資料３       提言書イメージ案（参考資料） 

資料４       商店街解散マニュアル周知資料 

資料５       商店街実態調査冊子 ※（以下 URL で公開）

https://www.city.higashiosaka.lg.jp/cmsfiles/contents

/0000002/2146/siryou.pdf 

資料６       商店実態調査報告書 

https://www.city.higashiosaka.lg.jp/cmsfiles/contents


№ 委員氏名 役　　職　　等

1 部会長 加藤　司 大阪商業大学総合経営学部教授

2 部会員 茨木　延夫 東大阪市小売商業団体連合会会長

3 部会員 木村　亘 株式会社日本政策金融公庫支店長

4 部会員 白山　登茂和 ふれんちん店主（花園本町商店会）

5 部会員 中澄　史雄 大和屋店主（石切参道商店街振興組合）

6 部会員 西田　祥一 酒のにしだ店主（岩田北本通り商店会）

7 部会員 和合　健一 有限会社東阪社代表取締役（瓢箪山中央商店街振興組合）

東大阪市中小企業振興会議委員

商業部会委員名簿

※部会員五十音順、敬称略
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（案） 
 
 

東大阪市商業の活性化に向けた提言 
〜新たな「商業活性化方針」に向けて〜 

 
 
 
 
 
 
 

令和 8 年 11 月●日 
東大阪市中小企業振興会議 

資料３ 



商業部会 
目次 
 
１．はじめに 
 
２．市内商業を取り巻く環境の変化 
 
３．市内商業活性化に向けた 3 つの施策提言 
 ①商業集積地の支援 

 ②個店の支援 

 ③商業・スポーツ・観光との連携した取り組み推進 

 ④新たな団体との連携 

 

４．活性化方針に向けた事項 

 ①指標の考え方について 

 ②実績について 

 ③新たな事業展開について 

 



２．市内商業を取り巻く環境の変化（未定稿） 
 

東大阪市を含む全国の商業環境は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大を
契機として大きな転換期を迎えた。感染拡大防止の観点から、商業施設・小売店・飲食店
等は休業や営業時間短縮等を余儀なくされ、地域経済は一時的に停滞した。他方、この危
機は事業者の経営行動と消費者行動の双方に変化を促し、商業の在り方を再構築する重要
な契機ともなった。 
 第一に、非接触需要の高まりを背景としてキャッシュレス化が急速に進展し、市内店舗
においてもカード、電子マネー、QR コード決済の導入が広がった。全国的なポイント還
元施策等により利用が拡大し、本市における関連施策も導入機運の醸成に寄与した。これ
により消費者利便は向上した一方、商業者には決済手数料や端末整備、運用体制といった
新たな負担への対応が求められている。 
 第二に、個店を中心にオンライン化と提供手段の多様化が進んだ。外出自粛や営業制限
の下、オンライン注文・販売、民間デリバリーサービスの活用、テイクアウト強化等によ
り、来店依存型のモデルを補完する取組が拡大した。あわせて、キッチンカー等の機動的
な営業形態も展開され、需要のある場所・時間に応じた販売が広がりつつある。 
 第三に、消費者の購買行動は EC の拡大とスマートフォン普及により、場所・時間を問
わない購買へと移行し、利用者層も中高年・高齢層へと広がった。また、来店前に情報収
集し比較検討したうえで購入する行動が一般化し、オンラインと実店舗を横断する購買行
動が進展している。SNS を通じた情報発信や口コミの影響も増しており、市内商業者にと
って競争力確保の鍵となる。 
 他方、布施・瓢箪山等の商店街で行われる紙の商品券等が引き続き支持を得ていること
は、デジタル化の進展下においてもアナログ手法の効用がなお有効であることを示す。今
後は、デジタルとアナログを適切に組み合わせ、消費者の多様なニーズに応えるととも
に、大型店舗と地域店舗の相互補完を見据えた回遊・連携の視点を強めることが求められ
る。 
 本提言書は、以上の環境変化を好機として的確に捉え、本市商業の持続的発展に資する
観点から、商業者支援及び個店・小規模店舗の基盤強化、並びにスポーツ・観光等との連
携による需要創出の方策を整理し、施策の重点化を提言するものである。 
 
 
 
 
 
 
 



３．市内商業活性化に向けた 3 つの施策提言（未定稿） 
 主には３つの観点を活性化方針に盛り込むこと。 
 
①商業集積地の支援（未定稿） 

日本全体で人口減少・高齢化と都市構造の変化が進み、消費行動は多様化して EC や大
型商業施設の利用が拡大している。 

その結果、商業集積地としての商店街の来街頻度は低下し、会員減少と後継者不足によ
る運営の硬直化・不安定化、財政基盤の脆弱化、空き店舗の増加・固定化が進み、経営環
境は厳しい。 

一方、商店街は徒歩圏の買物機能による生活利便性の提供に加え、地元雇用や取引を通
じて地域内経済の循環を担う基盤である。日常の交流や見守り、防犯機能を通じて地域の
安全・安心を支えている。加えて、イベントや体験、文化の発信により地域への来訪を促
すことで、地域のにぎわい創出や地域ブランド価値の向上にもつながる。地域イベント、
学校・自治会・各種団体との連携を通じ、固有の文化や景観、物語性を体現するコミュニ
ティの担い手でもある。以上より、商店街は公共性と将来可能性の両面から引き続き高い
有用性を有している。 

中小企業振興条例では、中小企業の振興は、中小企業者自らの創意工夫及び自主的な努
力のもとに推進されなければならないと規定されているが、商店街が有する公共的価値を
踏まえれば、商店街運営団体が安定的かつ継続的に活動できる環境整備が引き続き必要で
ある。具体的には、域外からの誘客、回遊促進、安全性を高める基盤整備、空き店舗の活
用促進、創業・承継の後押し、地域連携と情報発信の強化を計画的に進めていく必要があ
る。あわせて、商業者団体は地域・学校との連携や周辺店舗を含めた加入勧誘等により組
織力の強化に努めていく必要がある。市としては、市全体の方針と整合を図りつつ活用し
やすい条件整備を図り、商店街の多機能性・持続性・独自性を高めるため、個別事情に即
したきめ細かな支援を、効果の検証と見直しを重ねながら着実に推進されたい。 

 
（期待される効果） 

・地域のにぎわい創出、・コミュニティの強化、・防犯・治安維持、・商業活性化、・空き店
舗の解消、・地域ブランド価値の向上 
 

（事業の方向】） 
・空き店舗の解消・開業促進、・商業圏拡大促進、・商店街への誘引強化、・商店街のにぎわ

い創出、維持機能の向上、・特徴的な取り組みの情報共有、・地域コミュニティ・資源の
活用促進、・商店街単位の方向性支援 
 

  



②個店支援（未定稿） 
個店は、厳しい環境下に置かれています。全国的な人口減少および高齢化による市場規

模の縮小に加えて、大型商業施設の出店やオンライン販売の普及等により、消費行動が多
様化し、伝統的な商業形態は衰退圧力を受けています。また、店主の高齢化や後継者不足
から地域に根ざした店舗の喪失が進んでいます。 

個店が抱える課題は多岐にわたります。物価高騰による資金繰り悪化に加えて、SNS の
活用やオンライン販売、キャッシュレス決済といった急速に進むデジタル化への対応に苦
慮しています。また、事業承継は限定的であり、後継者不足による廃業リスクが顕在化し
ています。 

個店の衰退は、市域全体のにぎわいの低下や生活利便性の後退につながります。個店は
単なる小規模事業者にとどまらず、地元雇用の創出や域内取引を通じて地域経済の循環を
支える重要な基盤です。また、地域に根ざしたきめ細やかなサービス提供、独自性の高い
商品・体験の創出など、大型店や EC では代替困難な価値を持っています。 こうした個店
の公共的価値および将来可能性を踏まえれば、個店の持続的発展と販売力の向上は、市全
体の魅力向上、滞在時間の延長、消費拡大、域外需要の取り込みといった効果を生み、市
内商業の活性化に不可欠です。 

地域の経済基盤である個店の支援には、既存店舗の支援並びに新規出店の促進が必要で
す。具体的には、デジタル化の推進及び販路の多角化、事業承継の促進、経営基盤強化、
新規出店のための支援など、商業者を底支えするための施策を計画的かつ機動的に実行す
る必要があります。 

市へは、市内の多様な個店が自らの強みや特徴を発揮し、地域経済を支える担い手とし
て持続的に発展できるよう、個別事情に即したきめ細かな支援策の構築と実行を求めま
す。 
 
（期待される効果） 
・地域経済の基盤強化、・地域のにぎわい創出、・販売力・収益力の向上 
 
（事業の方向性） 
・事業承継・創業支援の強化、・SNS・デジタルツール活用の促進、・販路の多角化・拡大

施策、・プレミアム商品や地域資源の見える化と磨き上げ、・地域コミュニティとの連携
強化 

 
  



③商業分野と観光分野・スポーツ分野の連携を促進すること （完成） 
 全国的な人口減少および高齢化の進展に伴い、東大阪市においても地域内の購買力低下
という厳しい局面を迎えております。このような課題を克服し、持続可能で活力ある地域
社会を実現するためには、市内の人口増加を図るだけでなく、市外からの交流人口の積極
的な拡大を目指すことが急務であります。これにより、地域における消費の促進および滞
在時間の延伸が実現し、売上高の増加、雇用創出、新規ビジネス機会の創出といった経済
の活性化へとつながることが期待されます。加えて、多様な分野における交流の促進は、
市のにぎわいの創出ならびに魅力ある風土を育む文化的価値の醸成にも大いに貢献するも
のであります。 
 この実現に向けては、市外からの来訪者を引き付ける「東大阪ブランド」の確立が不可
欠であります。東大阪市は、高校ラグビーの聖地として名高い花園ラグビー場をはじめ、
多数のプロスポーツクラブの存在により、国内外から多くのスポーツ来訪者を引き寄せる
豊かな資源を有しております。併せて、伝統的な商店街や特色ある飲食店街、さらには生
駒山系等の豊富な観光資源も存在し、宿泊施設の充実も進みつつあります。これら多様な
地域資源を一体的に活用し、新たな観光地域づくりを推進することが肝要であります。 
 特に、商業、観光、スポーツの三分野が有機的に連携し相乗効果を発揮することによ
り、滞在型観光およびスポーツツーリズムの更なる振興が促進され、地域経済の活性化及
び市域全体のにぎわい創出が大きく期待されます。こうした取り組みは、地域社会のブラ
ンド価値向上にも寄与するものと確信しております。さらに、地域ブランドの向上には戦
略的なプロモーション活動の展開が必須であります。現在、本市では一般社団法人東大阪
ツーリズム振興機構を中心に、持続可能な観光地域づくりならびに地域間の連携強化に積
極的に取り組んでおり、市の魅力を国内外に広く発信する基盤の構築を進めております。 
 つきましては、以上の趣旨を踏まえ、商業・観光・スポーツの三分野における有機的か
つ緊密な連携の強化を強く提言申し上げます。併せて、これら三分野を横断し、戦略的に
プロモーションする体制の構築並びに推進につきましても、重ねてご検討賜りますようお
願い申し上げます。 
  
（期待される効果） 
・地域経済の活性化、・文化的価値の醸成、・スポーツツーリズムの推進、・地域社会のに
ぎわい創出、・地域ブランド価値の向上 
 
（事業の方向性） 
・商業×観光×スポーツ連携パッケージの創設、・スポーツイベント等と商店街連携、・観

光誘引や地域回遊の仕組みづくり、・地域資源を生かした商業展開、・まち歩きツアーと
の商店街の連動、・商業・観光・スポーツ情報の統合的な情報発信 

 



④新たな団体との連携（未定稿） 
 
まだ議論していない。 
  



４．商業活性化方針の改定に向けた留意事項（未定稿） 
 商業活性化の改定に向けては以下の点に留意されたい。 
 
①指標の考え方について 
・各種指標については、商業者にとって分かりやすく、東大阪市の商業の状況が把握しや

すいものとすること。また、できる限り簡単にデータが収取できるものが望ましい。 
 
②事業評価について 
・事業評価に当たっては、客観的に数字だけでなく、商業者の取り組みを評価するものも

指標とされたい。 
 
③新たな事業展開について 
・商業活性化の改定向けては、今日的な課題解決に資するような新たな事業を積極的に展

開されたい。 



資料４ 商店会の解散をご検討の方へ 

 

市内商店会は、これまで地域に根差した活動を通じて、買い物の場やコミュニティの中心

としての役割を果たすなど、地域に大きく貢献してこられました。 

しかし、社会的な環境の変化などにより、残念ながら継続することが難しい状況となって

いる商店会も少なくありません。 

商店会を解散するための事務手続きは、代表者や役員にとって大きな負担となります。 

そこで、商店会における負担が少なくなるよう、必要な手続き等をまとめた資料を作成い

たしました。 

内容にご不明な点がありましたら、商業課までご相談ください。 

 

資料全編はこちらから 

 

問い合わせ先 

東大阪市商業課 

TEL 06-4309-3176 

資料抜粋 

資料抜粋 
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